
Ｈ２８熊本地震復興基金の予算化状況（Ｈ３０当初予算含む）と今後の配分方針 

 
 

 
 

 
 
 
   ・応急仮設住宅維持管理費用支援事業 
   ・応急仮設住宅移転等費用支援事業 
   ・認可外保育施設利用者支援事業   
   ・放課後児童クラブ利用者支援事業 
   ・復興支援ボランティア連携推進事業 
   ・復興基金対応支援事業（窓口業務） 
   ・臨時託児サービス設置事業 
   ・仮設住宅等コミュニティ形成支援事業 
   ・復興関連ボランティアセンター等運営推進事業 
   ・被災者見守り対策強化事業 
   ・高校生等通学支援事業  
   ・農地等被災農業者生活支援事業 
 

 

   ・被災宅地復旧支援事業（相談窓口含む） 
   ・土砂災害特別警戒区域内の被災住宅再建支援事業 
 
 

   ・生活・住まい再建支援事業（情報提供、伴走型支援） 
   ・住まいの再建支援事業 
 
 
   ・被災マンション建替え支援事業 

 
   ・住宅耐震化支援事業(所要見込額を上限とし通常の国庫事業へ移行) 

   ・震災遺構候補の仮保存支援事業 
   ・土砂災害特別警戒区域内の被災住宅再建支援事業（再掲） 
   ・市町村災害時受援計画策定支援事業 
   ・地域防災力強化促進事業 
   ・指定避難所等機能強化支援事業 
   ・くまもとフリーWi-Fi整備事業(公共施設)  

 
  ・地域水道施設復旧事業 
  ・農家の自力復旧支援事業 
  ・私道復旧事業 
  ・小規模農業用水路・農道の早期復旧支援事業 
  ・地域コミュニティ施設等再建支援事業 
  ・私立博物館等復旧事業 
  ・共同墓地復旧支援事業 
  ・自治公民館再建支援事業 
  ・消防団詰所等再建支援事業  
  ・被災文化財等復旧復興基金活用促進事業(予算未計上) 

 
  ・商店街等街路灯管理支援事業 
  ・仮設商店街整備支援事業 
  ・商店街にぎわい復興支援事業 
  ・熊本地震復興観光拠点整備等推進事業（市町村） 

 

 

【市町村分（293.2億円程度）】：36事業 

 
   ・高等学校等通学支援事業 
   ・被災生徒授業料等減免補助事業 
   ・被災地防犯アドバイザー事業 
   ・スクールサポーター事業 
   ・熊本地震雇用維持・確保支援事業 
   ・益城テクノ団地生活交通支援事業 
   ・被災者支援広報事業 

 
 
 
 
 
 
 

 
   ・生活再建住宅支援(二重ローン対策)事業 
   ・住まいの再建加速化事業 
 
 
   ・住まいの再建支援事業 
 
  ・住宅耐震化支援事業  
  ・高度災害対応資機材整備支援事業 
  ・災害ボランティア団体育成事業 
  ・市町村災害時受援計画策定支援事業（手引き） 
 

 
  ・くまもとフリーWi-Fi整備事業(民間施設) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ・文化財災害復旧事業 

 
  ・中小企業等復旧・復興支援事業 
 
 
  ・熊本地震復興観光拠点整備等推進事業（県） 

 
 
 

【県分（80億円程度）】：18事業 

１ 被災者の生活支援 

２ 被災宅地の復旧支援 

４ 防災・安全対策（地域防災力の向上） 

５ 公共施設、地域コミュニティ施設等の復旧支援 

※       は、H30当初で拡充・予算化する事業 
 
      上記以外（明朝体）は、H29.9補までに予算化した事業 

【これまでの予算化状況】   
 
 
 
 

 
 
 
 
 

市町村分 県分 合計 

H28最終 32.5億円 3.4億円 36.0億円 

H29最終 192.5億円 
（うち100億円は枠配分） 

14.2億円 206.7億円 

H30 当初 150.0億円 35.1億円 185.1億円 

計 375.0億円 52.7億円 427.8億円 

拡 

基本事業分（県内統一ルール分）：54事業 

 
 

○ 残る50億円（既存事業分の残余を含む）は、 

 今後の執行状況を見極めながら、広域的な課題 
 に対応する県事業の財源として活用する。 
  

86.8億円 
（特定被災市町村(30団体）) 

  創意工夫分(枠配分) 

 広域的課題対応分 50億円 
(県分） 

復興基金総額 523.2億円 
約373.2億円(県内全ての市町村が対象） 

３ 住まいの再建（「熊本型」住まいの再建加速化） 

６ 新たな観光拠点づくり、産業・物産振興 

※以下の（１）（２）で按分して配分 
 

 （１）住家の被災規模 
     熊本地震の特徴でもある宅地被害等、住家被害に関連した 
   財政需要を把握。 
 

 （２）公共土木施設等の被災規模 
     公共土木施設等の被災規模で包括的な財政需要を把握 

 
 
 
 ※人口規模を基礎に按分（政令市除く被災の大きかった団体を対象） 

    被災市町村の復旧・復興に係る潜在的な財政需要を把握 

拡 

 県宝くじ交付金分(枠配分） 13.2億円 
（特定被災市町村うち27団体） 

・転居費用助成        ・民間賃貸住宅入居支援助成 
・自宅再建利子助成     ・公営住宅既存ストック活用事業 

・伴走型支援 
・熊本地震生活再建困難者支援事業 

拡 
拡 

新 

拡 

・自宅再建利子助成 

新 


